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研究要旨 頚部脊柱管拡大術後に局所安静を実施するが、安静期間は短期の方が

頚椎可動域と頚部痛の発症や程度、辷りの発症や進行において良好であった。術

後の厳密な安静は不要であり、症例に応じて安静度を向上させ、積極的な運動療

法の実施が有効であると考えられる。 

 

Ａ． 研究目的 

頚部脊柱管拡大術の術後に頚椎装具を用

いることがあるが、その有効性について、

頚部痛、固定期間別に椎間固定率、可動域、

辷り、ADL について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

頚部脊柱管拡大術を受けた 66名(女性 27、

男性 39：平均 63.9 才)を対象に術後最低 2

年経過観察を行った。術後安静について 3

群 A, B, C に分類し、前向きに検討した。

術後 2 週床上安静、その後頚椎カラー8 週

間（23 名、Group A）、術後 1 週床上安静、

その後頚椎カラー4週間（22 名、Group B）、

術後 5 日床上安静、その後頚椎カラー2 週

間（21 名、Group C）とした。全患者は術

後理学および作業療法を行った。 

頚部痛、日整会頚髄症判定スコア、C2-7

可動域、2mm 以上の椎体辷りの有無につい

て検討した。 

（倫理面での配慮） 

倫理委員会で審査を仰ぎ承認された。 

 

Ｃ．研究結果 

術後頚部痛については、Group A-B 間に

有意差はないが、Group A-C および B-C 間

では有意に Group C が良好であった。また、

椎間癒合率は Group A が有意に高率であっ

た。椎間高位では C3-4 が最も癒合しやすく、

C4-5 が最も癒合困難であった。椎体辷りは

Group A が Group B および C と比較して有

意に発症あるいは進行がみられた。C2-7 椎

間可動域は Group C が最大で Group B より

有意に大きかった。 

また、群間で術後神経学的所見の改善に

差はなかった。 

Ｄ．考察 

本研究より、術後局所安静は短期間の方

が頚部痛の発症や程度、辷りの発症や進行

阻止、頚椎可動域の維持、に良好であった。 

Ｅ．結論 

術後局所安静は短期間の方が頚部痛の発

症や椎間不安定性の抑制、頚椎可動性の維

持、に有効であった。 
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